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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
非難燃性エポキシ樹脂系粉体塗料を熱硬化させて形成したヒートサイクル耐久性及び高温
負荷耐久性を有する下引き層（Ａ）を介して、水酸化アルミニウム、酸化アルミニウム水
和物、水酸化マグネシウム、カルシウムアルミネート水和物、リン系難燃剤及び窒素系難
燃剤の中から選ばれた少なくとも１種の難燃剤を含むエポキシ樹脂系粉体塗料を熱硬化さ
せて形成した難燃性被覆層（Ｂ）で封止されていることを特徴とする樹脂封止型電子・電
気部品。
【請求項２】
下引き層（Ａ）が固体状エポキシ樹脂とポリカルボン酸無水物系硬化剤とを含む粉体塗料
を熱硬化させて形成したものである請求項１記載の樹脂封止型電子・電気部品。
【請求項３】
難燃性被覆層（Ｂ）が固体状エポキシ樹脂と固体状エポキシ樹脂用硬化剤と水酸化アルミ
ニウム、酸化アルミニウム水和物、水酸化マグネシウム、カルシウムアルミネート水和物
、リン系難燃剤及び窒素系難燃剤の中から選ばれた少なくとも１種の難燃剤とを含むエポ
キシ樹脂系粉体塗料を熱硬化させて形成したものである請求項１又は２記載の樹脂封止型
電子・電気部品。
【請求項４】
電子・電気部品表面に、非難燃性エポキシ樹脂系粉体塗料を少なくとも１００μｍの厚さ
になるまで塗装し、次いでその上に水酸化アルミニウム、酸化アルミニウム水和物、水酸
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化マグネシウム、カルシウムアルミネート水和物、リン系難燃剤及び窒素系難燃剤の中か
ら選ばれた少なくとも１種の難燃剤を含むエポキシ樹脂系粉体塗料を少なくとも１００μ
ｍの厚さになるまで塗装したのち、これらの塗膜を熱硬化させることにより、ヒートサイ
クル耐久性及び高温負荷耐久性を有する下引き層（Ａ）と難燃性被覆層（Ｂ）とからなる
全膜厚３００～１０００μｍの電気絶縁塗膜で封止することを特徴とする樹脂封止型電子
・電気部品の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、ヒートサイクル耐久性、高温負荷耐久性及び難燃性を有する塗膜で封止された
電子・電気部品及びその製造方法、さらに詳しくいえば、ハロゲン系難燃剤やアンチモン
系難燃剤のような環境汚染の原因となる有害物質を含まない樹脂塗膜で封止されたヒート
サイクル耐久性、高温負荷耐久性及び難燃性を有する樹脂封止型電子・電気部品及びその
製造方法に関するものである。
【０００２】
【従来の技術】
セラミックコンデンサ、抵抗ネットワーク、複合集積回路、インダクタコイルなどの電子
・電気部品は、通常、耐湿性、耐熱性、耐薬品性などを付与するために、熱硬化性樹脂か
らなる絶縁性封止剤により被覆されている。
ところで、この封止剤については、半導体素子との接着性、難燃性、耐湿電気信頼性、耐
腐食性などが優れたものであることが要求され、流動浸漬法や静電流動浸漬法などにより
容易に所定の膜厚に形成されることから、主としてエポキシ樹脂をベースとする粉体塗料
が多く用いられている。
そして、このようなエポキシ樹脂をベースとした粉体塗料としては、これまでエポキシ樹
脂、ポリカルボン酸無水物系硬化剤、トリフェニルホスフィン及び無機充填剤からなるも
のが知られている（特開昭６１－８９２７１号公報）。
【０００３】
他方、絶縁性封止剤については、電子・電気部品使用時の火災の発生を防ぐために、難燃
性を有することが要求されており、そのためハロゲン系又はアンチモン系難燃剤を配合し
て難燃化することが一般に行われている。
しかしながら、最近ハロゲン系難燃剤はオゾン層破壊の原因となることや、燃焼時に有害
ガスを発生して環境汚染の原因となることでその使用が制限される方向にあるし、またア
ンチモン系難燃剤も排水環境基準の要監視物質に指定され、使用量を減らすことが要望さ
れているため、これらの難燃剤に代わるべきものが求められている。
【０００４】
ノンハロゲン、ノンアンチモンのエポキシ樹脂系電子・電気部品封止剤としては、これま
でエポキシ樹脂、硬化剤、無機充填剤及び難燃剤を含むエポキシ樹脂組成物において、難
燃剤としてポリリン酸メラミンのようなリン化合物を用いたものや、フェノール樹脂とシ
ラン化合物又はシラン化合物で被覆した赤リンとを併用したもの（特開平１０－１８２９
４０号公報）や１分子中に２個以上のエポキシ基をもつエポキシ樹脂、１分子中に２個以
上のフェノール性水酸基をもつ化合物、環状ホスファゼン化合物及び無機充填剤を必須成
分とする組成物（特開平１０－２５９２９２号公報）などが提案されている。
しかしながら、これらの電子・電気部品封止剤は、難燃性の点では、これまでのハロゲン
系又はアンチモン系難燃剤に近い性能を示すとしても、ヒートサイクル耐久性及び高温負
荷耐久性が不十分であり、それを用いて得られる電子・電気部品は必ずしも満足しうる性
能を備えたものということはできない。
【０００５】
【発明が解決しようとする課題】
本発明は、従来のノンハロゲン又はノンアンチモンの難燃剤を含む封止剤を用いた電子・
電気部品のもつ欠点を克服し、ハロゲン系又はアンチモン系難燃剤を用いた場合に匹敵す
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る性能、すなわち難燃性とともにヒートサイクル耐久性及び高温負荷耐久性を備えたノン
ハロゲン又はノンアンチモンの樹脂封止型電子・電気部品を提供することを目的としてな
されたものである。
【０００６】
【課題を解決するための手段】
本発明者らは、ノンハロゲン系又はノンアンチモン系封止剤を用いた樹脂封止型電子・電
気部品を開発するために鋭意研究を重ねた結果、電子・電気部品を単一の封止剤層で被覆
せずに、電子・電気部品表面を、先ずヒートサイクル耐久性及び高温負荷耐久性を有する
下引き層で被覆し、その上をさらに難燃性を有する層で被覆することにより、難燃性とと
もにヒートサイクル耐久性及び高温負荷耐久性を備えた樹脂封止型電子・電気部品が得ら
れることを見出し、この知見に基づいて本発明をなすに至った。
【０００７】
すなわち、本発明は、非難燃性エポキシ樹脂系粉体塗料を熱硬化させて形成したヒートサ
イクル耐久性及び高温負荷耐久性を有する下引き層（Ａ）を介して、水酸化アルミニウム
、酸化アルミニウム水和物、水酸化マグネシウム、カルシウムアルミネート水和物、リン
系難燃剤及び窒素系難燃剤の中から選ばれた少なくとも１種の難燃剤を含むエポキシ樹脂
系粉体塗料を熱硬化させて形成した難燃性被覆層（Ｂ）で封止されていることを特徴とす
る樹脂封止型電子・電気部品、及び電子・電気部品表面に、非難燃性エポキシ樹脂系粉体
塗料を少なくとも１００μｍの厚さになるまで塗装し、次いでその上に水酸化アルミニウ
ム、酸化アルミニウム水和物、水酸化マグネシウム、カルシウムアルミネート水和物、リ
ン系難燃剤及び窒素系難燃剤の中から選ばれた少なくとも１種の難燃剤を含むエポキシ樹
脂系粉体塗料を少なくとも１００μｍの厚さになるまで塗装したのち、これらの塗膜を熱
硬化させることにより、ヒートサイクル耐久性及び高温負荷耐久性を有する下引き層（Ａ
）と難燃性被覆層（Ｂ）とからなる全膜厚３００～１０００μｍの電気絶縁塗膜で封止す
ることを特徴とする樹脂封止型電子・電気部品の製造方法を提供するものである。
【０００８】
【発明の実施の形態】
本発明において、下引き層（Ａ）を形成するエポキシ樹脂系粉体塗料は、実質上難燃剤を
含まない非難燃性のもので、（イ）固体状エポキシ樹脂と（ロ）ポリカルボン酸無水物系
硬化剤とを含有している。（イ）成分の固体状エポキシ樹脂は室温すなわち２５℃におい
て固体状のエポキシ樹脂で、１分子中にエポキシ基２個以上をもつものであればよく、特
に制限はない。
ここで、実質上難燃剤を含まない非難燃性とは、試料を熱硬化させたテストピース（１２
７ｍｍ×１２．７ｍｍ×１ｍｍ）について、難燃性試験法ＵＬ－９４に従って試験を行っ
た場合、規格Ｖ－０に合格しないものを意味する。
好ましいエポキシ樹脂は、融点５０～１５０℃のものである。融点が５０℃未満のものを
用いると、粉体塗料が固結しやすくなるし、また融点が１５０℃よりも高くなると粉体塗
料の溶融時の粘度が高くなるため、平滑な塗膜が得られない。
【０００９】
このようなエポキシ樹脂としては、例えば融点５０～１５０℃をもつ、ビスフェノールＡ
型エポキシ樹脂、ビスフェノールＦ型エポキシ樹脂などのジグリシジルエーテル型エポキ
シ樹脂、フェノールノボラック型エポキシ樹脂、クレゾールノボラック型エポキシ樹脂な
どのノボラック型エポキシ樹脂がある。
さらに、具体的な例を挙げると、ビスフェノールＡのグリシジルエーテル型エポキシ樹脂
、フェノールノボラックグリシジルエーテル、オルソクレゾールノボラックグリシジルエ
ーテルなどの多官能エポキシ系樹脂、ビスフェノールＦのグリシジルエーテル型エポキシ
樹脂、ビスフェノールＡＤのグリシジルエーテル型エポキシ樹脂、グリセリンのグリシジ
ルエーテル型エポキシ樹脂、ポリアルキレンオキサイドのグリシジルエーテル型エポキシ
樹脂、ダイマー酸のグリシジルエステル型エポキシ樹脂、イソフタル酸のグリシジルエス
テル型エポキシ樹脂、ポリブタジエンを過酢酸でエポキシ化したエポキシ樹脂などが挙げ
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られる。これらのものは単独又は混合物の形で用いられる。また、常温で液状を示すもの
であっても、これを添加したエポキシ樹脂組成物の融点が５０～１５０℃の範囲にある限
り、任意に用いることができる。
【００１０】
次に、（ロ）成分として用いるポリカルボン酸無水物系硬化剤には、粉体塗料の硬化剤と
して慣用されているポリカルボン酸無水物、例えば式
【化１】

で表わされるエチレングリコールビス（アンヒドロトリメリテート）、式
【化２】

で表わされるメチルシクロヘキセンジカルボン酸無水物、式
【化３】

で表わされるピロメリット酸無水物、式
【化４】

で表わされるベンゾフェノンテトラカルボン酸無水物などがある。
【００１１】
これらの酸無水物は多官能性であるため、エポキシ樹脂との反応において、無水テトラヒ
ドロフタル酸、無水テトラクロロフタル酸など一般の低官能性の酸無水物に比べ、密な架
橋を生じることができ、耐湿性に良好な傾向をもたらす。
これらのポリカルボン酸無水物は、その９０重量％以上が２００μｍ以下、好ましくは９
５重量％以上が１５０μｍ以下の粒径をもつ粉体として用いられる。
これらのポリカルボン酸無水物は、（イ）成分の固体状エポキシ樹脂のエポキシ基１当量



(5) JP 4201925 B2 2008.12.24

10

20

30

40

50

当り、０．４～１．０当量、好ましくは０．４５～０．９当量の割合で用いられる。この
割合より少ないと高温負荷下の耐久性が低下するし、この割合よりも多くなるとヒートサ
イクル耐久性が低下する。
これらの成分を含む粉体塗料を熱硬化させて得られる本発明における下引き層（Ａ）は、
ヒートサイクル耐久性及び高温負荷耐久性が優れ、しかも電子・電気部品に対する密着性
が優れている。
【００１２】
次に、難燃性被覆層（Ｂ）を形成する粉体塗料に用いるエポキシ樹脂（ハ）としては、前
記の（イ）成分の例として挙げたものの中から任意に選ぶことができる。
また、この（ハ）成分は、通常のごとくエポキシ樹脂用硬化剤（ニ）と組み合わせて用い
られるが、この（ニ）成分は、常温すなわち２５℃で固体のエポキシ樹脂用硬化剤であれ
ばよく、特に制限はない。このような硬化剤としては、ベンゾフェノンテトラカルボン酸
無水物、エチレングリコールビス（アンヒドロトリメリテート）などの芳香族酸無水物、
テトラヒドロ無水フタル酸、アルケニル無水コハク酸などの環状脂肪族酸無水物、ポリア
ジピン酸無水物、ポリアゼライン酸無水物、ポリセバシン酸無水物などの脂肪族酸無水物
のような各種酸無水物、フェノール、クレゾール、レゾルシノールのようなフェノール類
とアルデヒド類との反応生成物であるノボラック型フェノール樹脂、上記のフェノール類
とアラルキルエーテル類との反応生成物であるアラルキル型フェノール樹脂、ビスフェノ
ールＡ、ビスフェノールＦ、トリヒドロキシフェニルメタン、テトラヒドロキシフェニル
エタン、テトラキスフェノールのような多価フェノール類、ジシアンジアミド、イミダゾ
ール誘導体、ジヒドラジドなどが挙げられる。
【００１３】
本発明において難燃性被覆層（Ｂ）を形成するための粉体塗料には、難燃剤として水酸化
アルミニウム（ホ）、酸化アルミニウム水和物（ヘ）、水酸化マグネシウム（ト）、カル
シウムアルミネート水和物（チ）、リン系難燃剤（リ）及び窒素系難燃剤（ヌ）の中から
選ばれた少なくとも１種を用いることが必要である。
これらの難燃剤は、平均粒径０．５～６０μｍ、好ましくは１．０～３０μｍの粉末とし
て用いるのが好ましい。
【００１４】
また、リン系難燃剤（リ）としては、例えば、赤リン、リン酸アンモニウム、トリクレジ
ルホスフェート（ＴＣＰ）、トリエチルホスフェート（ＴＥＰ）、トリス（β‐クロロエ
チル）ホスフェート（ＴＣＥＰ）、トリスクロロエチルホスフェート（ＣＬＰ）、トリス
ジクロロプロピルホスフェート（ＣＲＰ）、クレジルジフェニルホスフェート（ＣＤＰ）
、キシレニルジフェニルホスフェート（ＸＤＰ）、酸性リン酸エステル、含窒素リン化合
物などを挙げることができる。
酸化アルミニウム水和物（ヘ）の代表的なものは、三水化αアルミナである。
また、窒素系難燃剤（ヌ）としては、例えばメラミンシアヌレート、メラミンホスフェー
トなどを挙げることができる。
これらの難燃剤（ホ）～（ヌ）は、それぞれ単独で用いてもよいし、２種以上組み合わせ
て用いてもよい。
【００１５】
難燃剤（ホ）～（チ）に属する難燃剤（Ｍタイプ難燃剤とよぶ）だけを、単独で又は２種
以上を組み合わせて用いる場合には、難燃性被覆層（Ｂ）の３０重量％以上の割合で、好
ましくは４０～６５重量％の割合で用いるのがよい。
リン系難燃剤（リ）を単独であるいは窒素系難燃剤（ヌ）を単独で用いる場合には、難燃
性被覆層（Ｂ）に対してリン原子含有量あるいは窒素原子含有量が１０重量％以上の割合
になるように用いるのがよい。
Ｍタイプ難燃剤とリン系難燃剤（リ）とを用いる場合、Ｍタイプ難燃剤と窒素系難燃剤（
ヌ）とを用いる場合、あるいはＭタイプ難燃剤とリン系難燃剤（リ）と窒素系難燃剤（ヌ
）とを組み合わせて用いる場合には、難燃性被覆層（Ｂ）に対してＭタイプ難燃剤が３０



(6) JP 4201925 B2 2008.12.24

10

20

30

40

50

重量％以上の割合になり、リン原子含有量、窒素原子含有量あるいはリン原子及び窒素原
子の総含有量が２重量％以上の割合になるように用いるのがよい。
リン系難燃剤（リ）と窒素系難燃剤（ヌ）とを用いる場合には、難燃性被覆層（Ｂ）に対
してリン原子及び窒素原子の総含有量が１０重量％以上の割合になるように用いるのがよ
い。
この難燃性被覆層（Ｂ）には、その他の無機系難燃剤、例えば酸化スズ、水酸化ジルコニ
ウム、メタホウ酸バリウムなどを含ませることができる。
【００１６】
本発明の下引き層（Ａ）又は難燃性被覆層（Ｂ）を形成するエポキシ樹脂系粉体塗料には
、前記した成分に加えて、所望に応じさらに電子・電気部品用封止剤に慣用されている結
晶性シリカ、溶融シリカ、炭酸カルシウム等の無機充填剤、表面平滑剤、ヒートサイクル
耐久性向上剤、カップリング剤、難燃助剤、触媒、着色剤、レーザ発色剤などを添加する
ことができる。
【００１７】
本発明において、下引き層（Ａ）及び難燃性被覆層（Ｂ）を形成するのに用いるエポキシ
樹脂系粉体塗料は、例えばエポキシ樹脂と無機充填剤をニーダなどによる溶融混合処理を
施すか、エクストルーダなどによる溶融混合処理を施した後、混合物を冷却固化し、粗粉
砕し、この粗粉砕物に硬化剤、硬化促進剤及び補助成分を乾式混合し、この混合物に溶融
混合処理を施した後、混合物を冷却固化し、微粉砕後、分級し、平均粒径２０～２００μ
ｍに調製することにより得られる。
【００１８】
図１は、本発明の樹脂封止型電子・電気部品の１例の部分切り欠き平面図である。すなわ
ち、本発明の樹脂封止したセラミックコンデンサについて、一部外装の樹脂層を切り欠い
たものの平面図である。
図２は、図１の例におけるＹ－Ｙ断面図である。
これらの図において、円板形セラミック素体（誘電体素子）１の両側面に電極２，２′が
固着され、これをはんだ３，３′を介してリード線４，４′で引き出し、それらの全表面
（リード線の一部は除く）に下引き層５及び難燃性被覆層６が形成されている。
この下引き層５及び難燃性被覆層６の形成は流動浸漬法によるのが有利であるが、その他
の塗装法、例えば静電流動槽法、静電スプレイ法なども用いることもできる。塗装に際し
ては、被塗装体である電子・電気部品を通常１２０～１７０℃に予熱しておき、所望の厚
さの塗膜が得られるまで繰り返し塗装する。
その後、加熱処理することにより塗膜を十分熱硬化させる。その加熱処理は、通常１２０
～１７０℃で１～２時間加熱することにより行う。
本発明方法において、電子・電気部品表面に、下引き層５及び難燃性被覆層６を形成させ
る場合、それぞれの層は少なくとも１００μｍの厚さになるように粉体塗料で塗装する。
その塗膜の厚さが薄すぎると、良好な状態の塗膜ができにくく、熱硬化させた場合にピン
ホールが生じやすく、不都合である。
また、下引き層５及び難燃性被覆層６の全膜厚は、３００～１０００μｍとする。全膜厚
が薄すぎると、熱硬化させた場合に、良好なヒートサイクル耐久性、高温負荷耐久性及び
難燃性を備えた電気絶縁塗膜ができにくく、不都合である。全膜厚が厚すぎると、厚さに
見合った特性の向上が見られない上、嵩高になり、電子・電気部品としては実用上不都合
である。
【００１９】
本発明は、耐湿性、耐熱性、耐薬品性、接着強度、ヒートサイクル耐久性又はコンデンサ
ー類の保安性試験に供した場合においても破壊しない塗膜物性の要求される電子・電気部
品（ハイブリッドＩＣ、コンデンサー類、バリスタ、サーミスタなど）に最も適するもの
であるが、その他の電子・電気部品にも使用することも可能である。
【００２０】
【実施例】
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次に、実施例により本発明をさらに詳細に説明する。
なお、各例における物性の評価は以下のようにして行った。
【００２１】
（１）ヒートサイクル耐久性
定格電圧２ｋＶ、静電容量４７０ｐＦのセラミックコンデンサ素子を１５０℃に予熱し、
この素子の上に粉体試料を流動浸漬して膜厚０．７ｍｍに塗装し、１５０℃で６０分熱硬
化させてテストピースを作成する。
次に、このテストピースをヒートサイクル試験機にかけ、－４０℃に３０分間保持したの
ち、１２５℃で３０分間保持するという処理を１サイクルとしたヒートサイクル試験を繰
り返し行い、塗膜にクラックを生じるまでのサイクル数を求めた。この試験では各水準の
試料についてテストピース２０個を作成し、そのすべてについて３００サイクル以上の場
合を○、それ以外を×と評価した。
（２）高温負荷耐久性
（１）と同様にしてテストピースを作成する。
このテストピースについて、１２５℃に保った恒温槽中で、定格電圧の１．５倍の電圧３
ｋＶを印加し、ショートするまでの時間を測定した。この試験では、各水準の試料につい
てテストピース２０個を作成し、そのすべてについて５００時間以上の場合を○、それ以
外を×と評価した。
（３）難燃性
（ｉ）ＵＬ－９４
粉体試料を熱硬化させたテストピース（１２７ｍｍ×１２．７ｍｍ×１ｍｍ）について、
難燃性試験法ＵＬ－９４に従って試験を行い、規格Ｖ－０に合格したものを○、合格しな
かったものを×と評価した。
（ｉｉ）ＵＬ－１４１４
（１）と同様にして作成したテストピースについて、難燃性試験法ＵＬ－１４１４に従っ
て試験を行い、難燃性規格に合格したものを○、合格しなかったものを×と評価した。
【００２２】
参考例１～１７
表１及び表２に示す組成をもつ粉体塗料を調製し、これを用いてテストピースを作成し、
それぞれについて物性を評価した。その結果を表１及び表２に示す。
【００２３】
【表１】
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【００２４】
【表２】
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【００２５】
なお、表に記載されている成分の内容は以下のとおりである。
エポキシ樹脂（１）：ビスフェノールＡ型エポキシ樹脂,エポキシ当量４７５,２５℃で固
体，商品名エピコート１００１，油化シェルエポキシ（株）製
エポキシ樹脂（２）：ビスフェノールＡ型エポキシ樹脂,エポキシ当量６５０,２５℃で固
体，商品名エピコート１００２，油化シェルエポキシ（株）製
エポキシ樹脂（３）：ビスフェノールＡ型エポキシ樹脂,エポキシ当量９２５,２５℃で固
体，商品名エピコート１００４，油化シェルエポキシ（株）製
エポキシ樹脂（４）：ビスフェノールＡ型エポキシ樹脂，エポキシ当量１９５０，２５℃
で固体，商品名エピコート１００７，油化シェルエポキシ（株）製
エポキシ樹脂（５）：オルトクレゾールノボラックエポキシ樹脂，エポキシ当量２１３，
２５℃で固体，商品名ＥＯＣＮ１０２Ｓ，日本化薬（株）製
充てん剤（１）　　：溶融シリカ，平均粒径１５μｍ，商品名ヒューズレックスＲＤ－８
，龍森（株）製
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充てん剤（２）　　：結晶性シリカ，平均粒径５μｍ，商品名クリスタライトＣＭＣ－６
，龍森（株）製
硬化剤（１）　　　：ベンゾフェノンテトラカルボン酸無水物，商品名ＢＴＤＡ，アルコ
ケミカル社製
硬化剤（２）　　　：エチレングリコールビストリメリテート，商品名リカシッドＴＭＥ
Ｇ－５００，新日本理化（株）製
硬化剤（３）　　　：メチルシクロヘキセンジカルボン酸無水物，商品名エピクロンＢ－
４４００，大日本インキ化学工業（株）製
硬化剤（４）　　　：２，４‐ジアミノ‐６‐（２′‐メチルイミダゾリル‐１′）‐エ
チル‐Ｓ‐トリアジン，平均粒径２０μｍ，２ＭＺ－Ａ，四国化成（株）製
硬化剤（５）　　　：ビスフェノールＡ・エピクロルヒドリン重縮合物，エポキシ樹脂硬
化剤，商品名エピキュアＥＫ－１７０，油化シェルエポキシ（株）製
硬化促進剤（１）　：ジシアンジアミド，商品名ＤＩＣＹ，日本カーバイド工業（株）製
硬化促進剤（２）　：フェノールノボラック樹脂の１，８‐ジアザビシクロ‐（５，４，
０）ウンデセン‐７塩，商品名Ｕ－ＣＡＴ　ＳＡ８３１，サンアプロ社製
水酸化アルミニウム：平均粒径１７μｍ，商品名ハイジライドＨ３１，昭和電工（株）製
酸化アルミニウム水和物：三水化αアルミナ
水酸化マグネシウム：結晶粒子径０．６～０．８μｍ，商品名キスマ５Ａ，協和化学工業
（株）製
カルシウムアルミネート水和物：商品名ＮＣＡ１０３，日本軽金属（株）製
リン系難燃剤（１）：フェノール表面処理赤リン，平均粒径２５μｍ，商品名ノバレット
１２０，燐化学工業（株）製
リン系難燃剤（２）：メラミン被覆ポリリン酸アンモニウム，商品名テラージュＣ６０，
チッソ（株）製
窒素系難燃剤　　　：メラミンシアヌレート，平均粒径１０～３０μｍ，商品名ＭＣ４４
０，日産化学工業（株）製
ブロム系難燃剤　　：デカブロムジフェニルエーテル，商品名ＦＲ－ＰＥ，日宝化学（株
）製
アンチモン系難燃剤：三酸化アンチモン
レベリング剤　　　：アクリル酸エステルオリゴマー，商品名ニカライトＸＫ－２１，日
本カーバイド工業（株）製
シランカップリング剤：３‐グリシドキシプロピルトリメトキシシラン，２５℃で液体，
商品名Ｓ５１０，チッソ（株）製
ヒートサイクル耐久性向上剤：コア／シェル＝（ＢＡ／ＳＴ）／ＭＭＡゴム，商品名パラ
ロイドＥＸＬ２６５５，呉羽化学工業（株）製
【００２６】
実施例１～１１、比較例１～３、対照例
参考例１～１７で得た粉末塗料をセラミックスコンデンサに表３及び表４に示す膜厚で複
層塗装し、その物性を評価した。その結果を表３及び表４に示す。なお、下引き層及び難
燃性被覆層の欄に示す円内数字は参考例の番号であり、かっこ内の数字は膜厚（ｍｍ）で
ある。
【００２７】
【表３】
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【００２８】
【表４】
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【図面の簡単な説明】
【図１】　本発明の電子・電気部品の１例であるセラミックコンデンサの平面図。
【図２】　図１の例におけるＹ－Ｙ断面図。



(13) JP 4201925 B2 2008.12.24

【符号の説明】
１　円板形セラミック素体
２，２′電極
３，３′はんだ
４，４′リード線
５　下引き層
６　難燃性被覆層

【図１】

【図２】
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